
 

【 訪問入浴介護 】 

 

１ 人員に関する基準 
 
（従業者の員数） 

第四十九条 指定訪問入浴介護の事業を行う者（以下「指定訪問入浴介護事業者」という。）

が当該事業を行う事業所（以下「指定訪問入浴介護事業所」という。）ごとに置くべき指

定訪問入浴介護の提供に当たる従業者（以下この節から第四節までにおいて「訪問入浴介

護従業者」という。）の員数は、次の各号に掲げるとおりとする。 

一 看護師又は准看護師（以下この章において「看護職員」という。） 一以上 

二 介護職員 二以上 

２ 訪問入浴介護従業者のうち、一人以上は、常勤でなければならない。 

３ 指定訪問入浴介護事業者が指定介護予防訪問入浴介護事業者の指定を併せて受け、かつ、

指定訪問入浴介護の事業と指定介護予防訪問入浴介護の事業とが同一の事業所において一

体的に運営されている場合については、指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び 

運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する

基準（平成十八年厚生労働省令第三十五号。以下「指定介護予防サービス等基準」という。）

第四十七条第一項及び第二項に規定する人員に関する基準を満たすことに加え、介護職員を

一人置くことをもって、前各項に規定する基準を満たしているものとみなす。 

（管理者） 

第五十条 指定訪問入浴介護事業者は、指定訪問入浴介護事業所ごとに専らその職務に従事す

る常勤の管理者を置かなければならない。ただし、指定訪問入浴介護事業所の管理上支障

がない場合は、当該指定訪問入浴介護事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある

他の事業所、施設等の職務に従事することができる。 

 
 

２ 人員に関する基準に係る留意事項 
 

管理者は常勤であり、かつ、原則として専ら当該事業所の管理業務に従事するものとする。た

だし、以下の場合であって、管理業務に支障がないときは、他の職務を兼ねることができるもの

とする。なお、管理者は、訪問入浴介護事業者である必要はない。 
   
① 当該指定訪問入浴介護事業所の訪問入浴介護従事者としての職務に従事する場合 

② 同一敷地内にある又は道路を隔てて隣接する等、特に当該事業所の管理業務に支障がないと認

められる範囲内に他の事業所、施設等がある場合に、当該他の事業所、施設等の管理者又は従

業者としての職務に従事する場合 
 
 

３ 設備に関する基準 
 
（設備及び備品等） 

第五十一条 指定訪問入浴介護事業所には、事業の運営を行うために必要な広さを有する専

用の区画を設けるほか、指定訪問入浴介護の提供に必要な浴槽等の設備及び備品等を備え

なければならない。 

２ 指定訪問入浴介護事業者が指定介護予防訪問入浴介護事業者の指定を併せて受け、か

つ、指定訪問入浴介護の事業と指定介護予防訪問入浴介護の事業とが同一の事業所におい

て一体的に運営されている場合については、指定介護予防サービス等基準第四十九条第一

項に規定する設備に関する基準を満たすことをもって、前項に規定する基準を満たしてい

るものとみなす。 



 

４ 設備に関する基準に係る留意事項 
 

① 指定訪問入浴介護事業所には、事業の運営を行うために必要な面積を有する専用の事務室
を設けることが望ましいが、間仕切りをする等他の事業の用に供するものと明確に区分され
る場合は、他の事業と同一の事務室であっても差し支えない。なお、この場合に、区分がさ
れていなくても業務に支障がないときは、指定訪問入浴介護の事業を行うための区画が明確
に特定されていれば足りる。 

② 専用の事務室又は区画については、利用申込の受付、相談等に対応するのに適切なスペー
ス及び浴槽等の備品・設備等を保管するために必要なスペースを確保する必要がある。 

③ 専用の事務室又は区画については、指定訪問入浴介護に必要な浴槽（身体の不自由な者が
入浴するのに適したもの）、車両（浴槽を運搬し又は入浴設備を備えたもの）等の設備及び備
品等を確保する必要がある。特に、手指を洗浄するための設備等感染症予防に必要な設備等
に配慮する必要がある。ただし、他の事業所、施設等と同一敷地内にある場合であって、指
定訪問入浴介護の事業及び当該他の事業所、施設等の運営に支障がない場合は、当該他の事
業所、施設等に備え付けられた設備及び備品等を使用することができるものとする。 

 

５ 運営に関する基準 （抜粋） 
 

（１）内容及び手続の説明及び同意 
 サービス提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、運営規程の概
要、訪問入浴介護従業者の勤務体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認めら
れる重要事項を記した文書を交付して説明を行い、サービス提供の開始について利用申込者
の同意を得なければならない。 

 

（２）居宅サービス計画に沿ったサービスの提供 
   居宅サービス計画が作成されている場合は、当該計画に沿ったサービスを提供しなければ

ならない。 
 

（３）サービスの提供の記録 
  ① サービスを提供した際には、サービスの提供日及び内容、利用者に代わって支払を受け

る居宅介護サービス費の額その他必要な事項を、利用者の居宅サービス計画を記載した書
面又はこれに準ずる書面に記載しなければならない。 

   ② サービスを提供した際には、提供した具体的なサービス内容等を記録するとともに、利
用者から申出があった場合には、文書の交付その他適切な方法により、その情報を利用者
に対して提供しなければならない。 

 

（４）指定訪問入浴介護の具体的取扱方針 
① サービスの提供に当たっては、常に利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境
を踏まえ、必要なサービスを適切に提供すること。 

② サービスの提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、
サービスの提供方法等（入浴方法等の内容、作業手順、入浴後の留意点などを含む。）につ
いて、理解しやすいように説明を行うこと。 

③ サービスの提供に当たっては、介護技術の進歩に対応し、適切な介護技術をもってサービ
スの提供を行うこと。 

④ サービスの提供は、１回の訪問につき、看護職員１人及び介護職員２人をもって行うもの
とし、これらの者のうち１人を当該サービスの提供の責任者とすること。ただし、利用者の
身体の状況が安定していること等から、入浴により利用者の身体の状況等に支障を生ずるお
それがないと認められる場合においては、主治の医師の意見を確認した上で、看護職員に代
えて介護職員を充てることができる。 

⑤ サービスの提供に用いる設備、器具その他の用品の使用に際して安全及び清潔の保持に留
意し、特に利用者の身体に接触する設備、器具その他の用品については、サービスの提供ご
とに消毒したものを使用すること。 



 

 ※（４）⑤に定める「サービスの提供に用いる設備、器具その他の用品」の安全衛生について

は、特に次の点に留意すること。 

 

ア 浴槽など利用者の身体に直に接触する設備・器具類は、利用者１人ごとに消毒した清

潔なものを使用し、使用後に洗浄及び消毒を行うこと。また、保管に当たっても、清

潔保持に留意すること。 

イ 皮膚に直に接するタオル等については、利用者１人ごとに取り替えるか、個人専用の

ものを使用する等、安全清潔なものを使用すること。 

ウ 消毒方法等についてマニュアルを作成するなど、当該従業者に周知させること。 

 

（５）勤務体制の確保等 

① 利用者に対し適切なサービスを提供できるよう、事業所ごとに訪問入浴介護従業者の勤

務の体制を定めておかなければならない。 

② 指定訪問入浴介護事業所ごとに、当該事業所の訪問入浴介護従業者によってサービスを

提供しなければならない。 

③ 訪問入浴介護従業者の資質の向上のために、研修の機会を確保しなければならない。 

 

（６）衛生管理等 

① 指定訪問入浴介護事業所は、訪問入浴介護従業者の清潔の保持及び健康状態について、必

要な管理を行わなければならない。 

② 指定訪問入浴介護事業者は、指定訪問入浴介護事業所の指定訪問入浴介護に用いる浴槽 

その他の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めなければならない。 

 

（７）記録の整備 

① 従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備しておかなければならない。 

② 利用者に対する指定訪問入浴介護の提供に関する以下の諸記録を整備し、その完結の日

から２年間保存しなければならない。 

 

ア 具体的なサービスの内容等の記録 

イ 市町村への通知に係る記録 

ウ 苦情の内容等の記録 

エ 事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録 

 

 

６ 報酬について 

 

（１）訪問入浴介護費（1,250単位）について 

  

① 利用者に対して、指定訪問入浴介護事業所の看護職員１人及び介護職員２人が指定訪問入

浴介護を行った場合に算定する。 

② 利用者に対して、入浴により当該利用者の身体の状況等に支障を生ずるおそれがないと認

められる場合に、その主治の医師の意見を確認した上で、指定訪問入浴介護事業所の介護職

員３人が指定訪問入浴介護を行った場合は、所定単位数の１００分の９５に相当する単位数

を算定する。 

③ 訪問時の利用者の心身の状況等から全身入浴が困難な場合であって、当該利用者の希望に

より清拭又は部分浴（洗髪、陰部、足部等の洗浄をいう。）を実施したときは、所定単位数

の１００分の７０に相当する単位数を算定する。 

 
 



 

（２）指定訪問入浴介護事業所と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは同一の建物

等に居住する利用者に対する取扱いについて 

 

指定訪問入浴介護事業所の所在する建物と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物 

若しくは指定訪問入浴介護事業所と同一の建物（以下「同一敷地内建物等」という。）に居住

する利用者（指定訪問入浴介護事業所における１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に５０

人以上居住する建物に居住する利用者を除く。）又は指定訪問入浴介護事業所における１月当

たりの利用者が同一の建物に２０人以上居住する建物（同一敷地内建物等を除く。）に居住す

る利用者に対して、指定訪問入浴介護を行った場合は、１回につき所定単位数の１００分の９

０に相当する単位数を算定し、指定訪問入浴介護事業所における１月当たりの利用者が同一敷

地内建物等に５０人以上居住する建物に居住する利用者に対して、指定訪問入浴介護を行った

場合は、１回につき所定単位数の１００分の８５に相当する単位数を算定する。 

（３）サービス提供体制強化加算 

別に厚生労働大臣が定める基準（※）に適合しているものとして都道府県知事に届け出た

指定訪問入浴介護事業所が、利用者に対し、指定訪問入浴介護を行った場合は、１回につき

以下の単位数を所定単位数に加算する。ただし、以下に掲げるいずれかの加算を算定してい

る場合においては、以下に掲げるその他の加算は算定しない。 

 

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イ ３６単位 

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロ ２４単位 
 

※（厚生労働大臣が定める基準） 
 
①サービス提供体制強化加算(Ⅰ）イ 
 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 
（１）全ての訪問入浴介護従業者に対し、訪問入浴介護従業者ごとに研修計画を作成し、当該計

画に従い、研修（外部における研修を含む。）を実施又は実施を予定していること。 
（２）利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項の伝達又は当該事業所に

おける訪問入浴介護従業者の技術指導を目的とした会議を定期的に開催すること。 
（３）当該事業所の全ての訪問入浴介護従業者に対し、健康診断等を定期的に実施すること。 
（４）当該事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００分の４０以上又は

介護福祉士、実務者研修修了者及び介護職員基礎研修課程修了者の占める割合が１００分
の６０以上であること。 

②サービス提供体制強化加算(Ⅰ）ロ 
 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 
（１）①（１）～（３）までに掲げる基準のいずれにも適合すること。 
（２）当該事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００分の３０以上又は

介護福祉士、実務者研修修了者及び介護職員基礎研修課程修了者の占める割合が１００分
の５０以上であること。 

 

 

（４）介護職員処遇改善加算（Ⅰ）～（Ⅴ） 

別に厚生労働大臣が定める基準（→ 大臣基準告示・六）に適合している介護職員の賃金の
改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け出た指定訪問入浴介護事業所が、利用者
に対し、指定訪問入浴介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、平成３３年３月３
１日までの間（介護職員処遇改善加算（Ⅳ）及び（Ⅴ）については、別に厚生労働大臣が定め
る期日までの間）、所定単位数に加算する。ただし、いずれかの介護職員処遇改善加算を算定
している場合においては、その他の区分の介護職員処遇改善加算は算定しない。 

 
※ 内容については、別途通知（「介護職員処遇改善加算に関する基本的考え方並びに事務処理手

順及び様式例の提示について」〔平成３０年３月２２日老発０３２２第２号〕）を参照。 



 

 
（５）介護職員等特定処遇改善加算 
 

① 介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ） 

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１）介護職員その他の職員の賃金改善について、次に掲げる基準のいずれにも適合し、かつ、賃

金改善に要する費用の見込額が介護職員等特定処遇改善加算の算定見込額を上回る賃金改

善に関する計画を策定し、当該計画に基づき適切な措置を講じていること。 

ア 介護福祉士であって、経験及び技能を有する介護職員と認められる者（以下「経験・技能の

ある介護職員」という。）のうち１人は、賃金改善に要する費用の見込額が月額８万円以上又

は賃金改善後の賃金の見込額が年額４４０万円以上であること。ただし、介護職員等特定処

遇改善加算の算定見込額が少額であることその他の理由により、当該賃金改善が困難である

場合はこの限りでないこと。 

イ 指定訪問入浴介護事業所における経験・技能のある介護職員の賃金改善に要する費用の見込

額の平均が、介護職員（経験・技能のある介護職員を除く。）の賃金改善に要する費用の見込

額の平均の２倍以上であること。 

ウ 介護職員（経験・技能のある介護職員を除く。）の賃金改善に要する費用の見込額の平均が、

介護職員以外の職員の賃金改善に要する費用の見込額の平均の２倍以上であること。ただし、

介護職員以外の職員の平均賃金額が介護職員（経験・技能のある介護職員を除く。）の平均賃

金額を上回らない場合はその限りでないこと。 

エ 介護職員以外の職員の賃金改善後の賃金の見込額が年額４４０万円を上回らないこと。 

（２）当該指定訪問入浴介護事業所において、賃金改善に関する計画、当該計画に係る実施期間及

び実施方法その他の当該事業所の職員の処遇改善の計画等を記載した介護職員等特定処遇

改善計画書を作成し、全ての職員に周知し、都道府県知事に届け出ていること。 

（３）介護職員等特定処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を実施すること。ただし、経営の

悪化等により事業の継続が困難な場合、当該事業の継続を図るために当該事業所の職員の賃

金水準（本加算による賃金改善分を除く。）を見直すことはやむを得ないが、その内容につい

て都道府県知事に届け出ること。 

（４）当該指定訪問入浴介護事業所において、事業年度ごとに当該事業所の職員の処遇改善に関す

る実績を都道府県知事に報告すること。 

（５）訪問入浴介護費におけるサービス提供体制強化加算（Ⅰ）イを算定していること。 

（６）訪問入浴介護費における介護職員処遇改善加算(Ⅰ)から(Ⅲ)までのいずれかを算定している

こと。 

（７）平成２０年１０月から（２）の届出の日の属する月の前月までに実施した職員の処遇改善の

内容（賃金改善に関するものを除く。以下この号において同じ。）及び当該職員の処遇改善に

要した費用を全ての職員に周知していること。 

（８）（７）の処遇改善の内容等について、インターネットの利用その他の適切な方法により公表し

ていること。 

 

② 介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ） 

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）（１）から（４）まで及び（６）から（８）までに掲げ

る基準のいずれにも適合すること。 

 

※ 内容については、別途通知（「介護職員等特定処遇改善加算に関する基本的考え方並びに事務処

理手順及び様式例の提示について」〔平成３１年４月１２日老発０４１２第８号〕）を参照。 


